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1 1965年 9月 5日文部省社会教育局長の東京都教育長宛回答にて、“図書館協議会は 1952




する審議会の 1つであるといえる。（塩見昇. "図書館協議会". 図書館法を読む. 日本図書館
















 図書館協議会は図書館法第 14条、第 15条、第 16条に規定されている。条文は以下の通
りである。 
 




第 15 条  図書館協議会の委員は、当該図書館を設置する地方公共団体の教育
委員会が任命する。 























図書館法第 15 条及び第 16 条が改正された。「第二次一括法」第 18 条では、以下のように
記述されている（丸括弧内は筆者補足）。 
























施行に伴う関係法律の整理に関する法律」第 8 条では、“第 16 条第 2 項を削り、同条第 3
項を同条第 2 項とする。”と定められている。この改正により削除された図書館法第 16 条








 次は 1999 年 7 月の「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（い
わゆる、「地方分権一括法」）第 134条により、図書館法第 15条及び第 16条が改正された。








 3 社会教育委員 
 4 公民館運営審議会の委員 




















を改正する法律」による改正は、2007 年 12 月の教育基本法の改正に伴うものである。教
育基本法は、“家庭教育、幼児期の教育、学校・家庭・地域の連携協力”を重視するよう改
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第2章  先行研究 
 
 
























事項を明らかにすることを目的 2)に 1955 年から 3 年ごとに実施されている。1955 年以前












新の 2008 年の調査結果では、図書館協議会を設置している図書館は 3,165 館中 1,937 館、
設置率は 61.2％であった。 
 
 日本図書館協会は 1984 年 3)、2000 年 4)、2006 年 5)の 3 回、図書館協議会を対象にした




























































































































































































































































































 国立教育政策研究所が 2010 年 12 月に市区町村の教育委員会を対象に実施した調査によ
れば、回答のあった 1,170 団体の内、公民館を設置している教育委員会は 1,039 団体、設
置率は 88.8%と、元々必置義務のあった公民館運営審議会の設置率は図書館協議会よりも
高い 24)。公民館運営審議会を 1 つないし複数設置している自治体単位での設置率は、市区
が 69.1%で最も高く、次いで町が 60.7%、村が 58.8%であり、平均の設置率は 64.8%とな
った。公民館運営審議会は 1 市区町村あたりに複数設置されている場合があり、複数設置


































































































































































NPO法人東京ランポ 36)は 2000年に審議会を設置する首都圏の市区 129自治体を対象に
審議会の公募委員や公開性の調査を行った。東京ランポは、市民委員会に公募を導入する



































アメリカの図書館委員会は Library Board、あるいは Board of Trusteeともいわれ、米
国のほとんどすべての公共図書館で採用されている管理運営機構の形態を指す 36)。図書館
委員会の委員は納税者の代表として市民が勤めるため、地方自治体の統治機関によって任

















組織である Association of Library Trustees, Advocates, Friends and Foundation（以下、







員会の機能としてはこれらが挙げられることが多い 39), 40)。 
 




















































 ここでは図書館委員会の委員を評議員という。American Library Trustee Association
（以下、ALTA という。ALTAFF の前身）は図書館委員会に所属する評議員はアメリカに
約 60,000名存在すると推測されている 43)。アメリカで初めて評議員の全国的な調査が行わ
れたのは 1935 年で、当時は 50 歳以上で教育水準の高い男性、特に法律家など専門家が多
く評議員に就いており、1973 年の調査でも同様の傾向があるとされた。ALTA は 1998 年
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 1945 年 8 月に第二次世界大戦が終結して以降、1950 年 4 月に図書館法が公布されるま
での約 5 年間、文部省及び図書館関係者が議論を重ね、多数の図書館法案が作成された。
この間に作成された図書館法案や関係資料を集約したものが、裏田武夫, 小川剛編の「図書
館法成立史資料」である。裏田らは、戦後から図書館法成立 1950年 4月までの約 5年間を、
いくつかの法規案の変遷と図書館法制定運動の起伏から、以下の三期に分けた。 
 
第一期 終戦から 1947年 4月まで 
第二期 1948年 5月から 1949年 3月まで 
































び総司令部民間情報教育部（GHQ, Civil Information and Education Division、以下 CIE
という）図書館担当官（Library Officer）が図書館法制定に関与し、大きな影響を与えた
3)。 











































































































































                                                   














































































表 3.1 図書館協議会に拘る記述が含まれた法案、法案関係文書 








  6月 圖書館法（案） 長田富作案 長田富作 2-2 






























  7月 文部省の「公共圖書館法案」に関する覚書  日本図書館協会 2-10 
  8月 公共図書館法案 修正仮案 日本図書館協会 2-11 




  9月 











































  7月 関東地区中央図書館長打合せ會に於ける意見   2-22 










  11月 公共図書館法案 社団法人 日本図書館協会 日本図書館協会 2-25 










1月 公共圖書館法案 文部省案 文部省 2-28 
  2月 公共図書館法施行令法案 文部省 2-29 
  6月 公共圖書館法案要綱 文部省 2-30 
  9月 情報[2] 社団法人日本図書館協会 日本図書館協会 2-31 
  9月 公共図書館法協議会   2-32 
  9月 公共圖書館法案要綱（案） 文部省 2-33 
  12月 情報[3] 社団法人日本図書館協会 日本図書館協会 2-34 
  12月 図書館法案要綱 文部省 2-35 
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年  

















































告を元に、文部省では図書館法制定のための法案作成にとりかかり、1946 年 12 月に「公














































































































































 1948年 2月につくられた「公共図書館法案 兵藤五案」［資料 2-18］（以下、兵藤五案と

































































 1948年 6月から 7月に行われた CIE図書館担当官バーネット（P. J. Burnette）と文部
省の意見交換から、教育委員会に図書館協議員会と図書館委員の両方を置くことは委員に
よる規制が多過ぎるため、図書館協議員会に図書館委員の機能を含め、名称を図書館委員
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  8）図書館友の会の有無 







4.1.1. 図書館運営への住民参加：2000 年公共図書館調査ミニ付帯調査結果報告 
 




































開催数の棒グラフを図 4.1と図 4.2に示す。 
委員数は 10名としている図書館協議会が 1,150館中 456館と最も多く、全体の 39.7%を
占めている。10名を除くと、委員数が 10名未満で 48.6%を占め、委員数が 11名以上の図
書館協議会は少ない。協議会開催数は年間 2回が 1,144館中 479館と 41.9%を占め、最も






表 4.2 自治体単位の図書館協議会設置率（2000年調査） 
  自治体単位 
  館数 割合 
図書館協議会を設置している 1,157 68.6% 
図書館協議会を設置していない 420 24.9% 
図書館協議会を設置する予定 27 1.6% 
類似したものがある 82 4.9% 













平均値 8.89  2.41  
中央値 10.00  2.00  
最頻値 10.00  2.00  
分散 6.56  1.43  
最小値 1.00  0.00  























































































  自治体 割合 自治体 割合 
図書館協議会を 
設置している 
32 2.8% 1,117 97.2% 1,149 
図書館協議会を 
設置していない 
12 2.9% 409 97.1% 421 
その他 1 1.0% 102 99.0% 103 
























図書館友の会及びその類似組織の会員数を表 4.6に示す。会員数が 10名以上 50名未満





















12名、中央値は 36名で、最も多い組織は 3,790名であった。 
 
 








  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
図書館協議会
を設置している 




15 3.5% 395 92.9% 15 3.5% 425 
その他 3 2.9% 94 92.2% 5 4.9% 102 
合計 85 5.1% 1,514 90.7% 71 4.3% 1,670 
 
 
表 4.6 図書館友の会の会員数（2000年調査） 
  館数 割合 
10名未満 16 9.6% 
10名以上 50名未満 85 50.9% 
50名以上 100名未満 26 15.6% 
100名以上 200名未満 26 15.6% 
200名以上 500名未満 9 5.4% 
500名以上 5 3.0% 
























  館数 割合 館数 割合 
図書館友の会がある 6 9.1% 60 90.9% 66 
図書館友の会がない 25 2.4% 1,002 97.6% 1,027 
類似の組織がある 1 1.9% 51 98.1% 52 






























表 4.8 自治体単位の図書館協議会設置率（2006年調査） 
  自治体単位 
  館数 割合 
図書館協議会を設置している 945 69.6% 
図書館協議会を設置していない 307 22.6% 
図書館協議会を設置する予定 33 2.4% 
類似したものがある 66 4.9% 
その他 6 0.4% 
合計 1,357 100.0% 
 
 
 図書館協議会の委員数及び昨年度の図書館協議会開催数の数値を表 4.9 に示す。2000 年
調査と同じく、自治体単位の設置率で集計した本館に設置されている図書館協議会に加え、
本館と異なる協議会が設置されている場合の分館の図書館協議会も加えている。委員数及
び開催数の棒グラフを図 4.4と図 4.5に示す。 
 2006 年調査も委員数は 10 名、協議会開催数は 2 回が最も多い。委員数は 10 名が 966
館中 375 館で 38.8%であり、2000 年調査（39.7%）と大差はないが、分散が 2000 年調査
では 6.56 であるのに対し、2006 年調査では 7.44 と、委員数のばらつきが増しており、か
つ平均値も 8.89 から 9.13 と増えている。協議会開催数は 2 回が 966館中 458 館で 47.4%
と 2000年調査（41.9％）よりを上回っている。平均値は 2000年調査の 2.41から 2006年















平均値 9.13  2.17  
中央値 10.00  2.00  
最頻値 10.00  2.00  
分散 7.44  1.25  
最小値 1.00  1.00  




































図 4.5 2005年の図書館協議会開催数 N=966（2006年調査） 
 
 
 2006 年調査では 2000 年調査で尋ねていない図書館協議会の会議録の公開についても調
査している。会議録を公開しているかどうかを尋ねており、その結果を表 4.10 に示す。会
議録を公開している図書館協議会は 1,002 館中 226 館で 22.6%である。一方、会議録を公
開していない図書館は 723館（72.2%）と過半数を占める。 


































表 4.10 図書館協議会の会議録を公開しているか（2006年調査） 
  館数 割合 
公開している 232 22.9% 
公開していない 730 72.2% 
無回答・その他 49 4.8% 
合計 1,011 100.0% 
 
 
表 4.11 図書館協議会会議録の公開方法（2006年調査） 
  公開している 公開していない 
合計 
  館数 割合 館数 割合 
会報など 80 36.7% 138 63.3% 218 
インターネット 80 36.7% 138 63.3% 218 







いる図書館は全 1,357館中 44館で 3.2%と、2000年調査（2.7%）より僅かに増加している。
また、利用者懇談会の開催回数を図 4.6に示す。開催数も年間 1回が 109館中 77館と最も
多く、70.4%を占めている。 
2006 年調査では、図書館協議会を設置している図書館のうち、利用者懇談会を実施して
いる図書館は 945 館中 26 館（2.8%）であるのに対し、図書館協議会を設置していない図



































  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
図書館協議会を
設置している 
26 2.8% 908 96.1% 11 1.2% 945 
図書館協議会を
設置していない 
14 4.6% 248 80.8% 45 14.7% 307 
その他 4 3.8% 95 90.5% 6 5.7% 105 












図 4.6 利用者懇談会の開催回数 N=109（2006年調査） 
 
 
 図書館協議会の設置と図書館友の会の有無のクロス集計を表 4.13 に示す。図書館友の会








2000年調査の 50.9%よりも減少しており、代わりに 50名以上 100名未満（2000年調査で










































8 2.6% 251 81.8% 9 2.9% 39 2.3% 307 
その他 4 3.8% 90 85.7% 6 5.7% 5 0.3% 105 
合計 86 6.3% 1,137 83.8% 70 5.2% 64 3.7% 1,357 
 
表 4.14 図書館友の会の会員数（2006年調査） 
  館数 割合 
10名未満 22 8.2% 
10名以上 50名未満 127 47.2% 
50名以上 100名未満 53 19.7% 
100名以上 200名未満 48 17.8% 
200名以上 500名未満 18 6.7% 
500名以上 1 0.4% 














  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
図書館友の会がある 7 8.1% 78 90.7% 1 1.2% 86 
図書館友の会がない 32 2.8% 1,091 96.0% 14 1.2% 1,137 
類似の組織がある 4 5.7% 66 94.3% 0 0.0% 70 
































などを記載したウェブページの URL を調査依頼状に掲載し、回答者がその URL にアクセ
スして調査に回答するようにした。調査依頼状は 2012年 2月 12日に全 1,349館に発送し
79 
 
た。調査対象期間は 2012 年 2 月 12 日から 3 月 12 日である。回答者に回答結果をフィー
ドバックするため、2012年 3 月 1日に調査の案内を記したウェブページ上に 2012 年 2月
24日までに受け付けた回答の簡易的な集計結果を公表した。2012年 3月 6日には督促を兼
ねた礼状を全対象館に送付し、2012 年 3 月 12 日に調査を締めきった。但し、メールでは
















































3-4 委員のうち 20歳未満の人数 
3-5 委員のうち 20歳以上 35歳未満の人数 
3-6 委員のうち 35歳以上 50歳未満の人数 
3-7 委員のうち 50歳以上 65歳未満の人数 











































 本調査は各自治体の中央図書館全 1,349 館に調査依頼状を送付し、アンケートフォーム
や Excel ファイルでの回答数は 756 館である。そのうち有効回答数は 754 館で、回収率が
56.0％、有効回答率が 55.9％となった。調査対象館及び回答館を設置母体別に集計したも









表 4.17 調査対象及び調査回答館の設置母体 
  都道府県 区 市 町村 合計 
調査対象館 47 23 775 504 1,349  
回答館 40 17 439 260 756 


































違いや、市町村合併による設置館数の増加の影響が考えられる。図 4.7に 2002年から 2012








表 4.18 現在、図書館協議会を設置しているか 
  館数 割合 
図書館協議会を設置している 560 74.3% 
図書館協議会を設置していない 162 21.5% 
図書館協議会を設置していたが廃止した 32 4.2% 




表 4.19 先行研究における協議会設置率 














回答館  754 1,013  1,357 1,686 1,344  
設置館  560 664  945  1,157 953  






表 4.20 図書館協議会を設置した時期 
  館数 割合 
図書館設置以前 23 4.3% 
図書館設置と同時 238 44.5% 
図書館設置後 229 42.8% 
市町村合併時 45 8.4% 










































館数 35* 4 1 
40 
割合 87.5% 10.0% 2.5% 
区 
館数 2** 15** 0 
17 
割合 11.8% 88.2% 0.0% 
市 
館数 354** 69** 16 
439 
割合 80.6% 15.7% 3.6% 
町村 
館数 171** 74** 15 
260 
割合 65.8% 28.5% 5.8% 
合計 562 162 32 
756 
割合 74.3% 21.4% 4.2% 


















表 4.22 蔵書冊数別の図書館協議会設置館数 









館数 118 36 6 
160 
割合 46.8% 46.8% 6.5% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 171** 23** 8 
202 
割合 73.9% 22.5% 3.5% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 136 41 9 
186 
割合 73.1% 22.0% 4.8% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 105 32 5 
142 
割合 84.7% 11.4% 4.0% 
5万冊未満 
館数 29** 29** 4 
62 
割合 73.8% 22.5% 3.8% 
合計 559 161 32 
752 
割合 74.3% 21.4% 4.3% 



































分からない その他 合計 
50万冊以上 
12 1 2 0 8 3 3 10 39 
48.0% 3.3% 8.0%   15.4% 14.3% 14.3% 58.8% 19.9% 
20万冊以上 
50万冊未満 
4 3 1 0 10 1 5 2 26 
16.0% 10.0% 4.0%   19.2% 4.8% 23.8% 11.8% 13.3% 
10万冊以上 
20万冊未満 
4 6 7 0 18 4 7 0 46 
16.0% 20.0% 28.0%   34.6% 19.0% 33.3% 0.0% 23.5% 
5万冊以上 
10万冊未満 
3 10 12 4 9 6 3 2 49 
12.0% 33.3% 48.0% 80.0% 17.3% 28.6% 14.3% 11.8% 25.0% 
5万冊未満 
2 10 3 1 7 7 3 3 36 
8.0% 33.3% 12.0% 20.0% 13.5% 33.3% 14.3% 17.6% 18.4% 









ため」で 32 館中 20 館（62.5%）が答えた。次に「予算を確保できなかったため」という
理由を 32館中 4 館（12.5%）が答えている。その他の自由記述では、社会教育委員会議な
どその他の社会教育分野の審議会で図書館の審議を行うため、統合したとの記述もあった。
設置しない理由と同様に蔵書冊数別の理由もみたが、「予算を確保できなかったため」と答





表 4.24 図書館協議会を設置していたが廃止した理由（複数回答可能） 
  館数 割合 
予算を確保できなかったため 4 12.5% 
図書館協議会委員を確保できなかったため 1 3.1% 
図書館側の担当者を確保できなかったため 1 3.1% 
図書館協議会委員に類似する組織があるため 20 62.5% 
特に必要ないと判断したため 3 9.4% 
分からない 2 6.3% 
その他 8 25.0% 
回答館数 32 100.0% 



















































図 4.9 図書館協議会委員の再任に係る規定があるか N=551 
 
表 4.25 図書館協議会委員の再任に関する規定の内容 
 
館数 割合 
任期は継続することができない 8 3.0% 
任期は一定回数計測することができる 47 17.4% 
任期は無制限に継続できる 134 49.6% 
再任は妨げない 64 23.7% 
その他 17 6.3% 
合計 270 100.0% 
 





任期は継続しないよう配慮する 6 2.3% 
任期後も継続可能である 183 69.1% 
特にない 83 31.3% 
その他 9 3.4% 
回答館数 265 100.0% 















果を表 4.28 に示す。規定、慣習どちらも、図書館法第 15 条に定められていた「図書館協
議会委員は学識経験者、家庭教育関係者、社会教育関係者、学校教育関係者などに属する
者」との規定が多いただし、規定では 296 館中 242 館と 81.8%で第 15 条が用いられてい
たが、慣習では 227 館中 123 館（54.2%）と規定ほど高くない。また、慣習ではあまり差
はないが、規定では図書館長よりも教育委員会による推薦・任命の割合が高い。自由記述



















表 4.27 図書館協議会委員の選定に関する規定の内容 
  館数 
ケースの
割合 
図書館協議会委員は図書館員（館長含む）が推薦・任命する者である 18 6.1% 
図書館協議会委員は教育委員会が推薦・任命する者である 93 31.4% 







公募委員 16 5.4% 
その他 1 0.3% 
回答館数 296 100.0% 
合計 391 132.1% 
 
 
表 4.28 図書館協議会委員の選定に係る慣習 
  館数 
ケース
の割合 
図書館協議会委員は図書館員（館長含む）が推薦・任命する者である 63 27.8% 
図書館協議会委員は教育委員会が推薦・任命する者である 61 26.9% 







公募委員 15 6.6% 
特に選定の基準はない 40 17.6% 
その他 23 10.1% 
回答館数 227 100.0% 





 図書館協議会の年間開催回数を表 4.29及び図 4.11に示す。1年間で開催される回数なの
で、図書館協議会委員の任期が 2 年の場合は、年間開催回数が 2 回の場合図書館協議会委
員の任期中に計 4 回開催されることになる。図書館協議会の開催回数は 2 回が最も多く、
557館中 274館で 49.4%を占める。次に 3回が 124館（22.3%）、1回と答えた館は 104館
（18.7%）ある。図書館協議会の年間開催回数が 2回の図書館は、2000年調査では 41.9%、












が「6回以上」と答えた図書館を表 4.31に一覧で示す。蔵書冊数は 5万冊以上 10万冊未満、
あるいは 50万冊以上と中規模から大規模の図書館が多い。また、図書館協議会委員の公募




表 4.29 図書館協議会の年間開催回数 













図 4.11 図書館協議会の年間開催回数 N=557 
 
 
表 4.30 蔵書冊数別図書館協議会の年間開催回数 





館数 15 53 22 20 1 2 2 
115 
割合 13.0% 46.1% 19.1% 17.4% 0.9% 1.7% 1.7% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 19 84 48 14 1 1 1 
168 
割合 11.3% 50.0% 28.6% 8.3% 0.6% 0.6% 0.6% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 28 71 29 5 1 1 0 
135 
割合 20.7% 52.6% 21.5% 3.7% 0.7% 0.7% 0.0% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 34 51 17 2 0 0 0 
104 
割合 32.7% 49.0% 16.3% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 
5万冊未満 
館数 7 13 6 2 0 0 0 
28 
割合 25.0% 46.4% 21.4% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 
合計 103 272 122 43 3 4 3 
550 




































愛知 市立 6 50万冊以上 200万人以上 × ○ ○ 
山梨 町村立 6 
10万冊以上 
50万冊未満 
5万人未満 × × × 
東京 市立 6 50万冊以上 
10万人以上 
20万人未満 
○ ○ ○ 





○ ○ ○ 
東京 市立 9 50万冊以上 
10万人以上 
20万人未満 
○ ○ ○ 
東京 町村立 10 50万冊以上 
20万人以上 
50万人未満 
× ○ ○ 





○ ○ ○ 
 
 図書館協議会の設置年度を 1950 年以降 10 年毎に区分し集計したものを表 4.32 に示す。
年々設置館数が増加しており、最も多いのは 2000年代となっている。これは平成の大合併
をきっかけに図書館協議会を設置する図書館が多くみられたためであると考えられる。 
表 4.32 図書館協議会の設置年度 
  館数 割合 
1949年以前 2 0.4% 
1950年代 62 11.5% 
1960年代 42 7.8% 
1970年代 68 12.7% 
1980年代 91 16.9% 
1990年代 109 20.3% 
2000年代 149 27.7% 
2010年代 14 2.6% 










書館は 552館中 110館（19.9%）であることがわかる。 







表 4.33 図書館協議会間の連絡組織に加入しているか 
















































 図書館協議会を構成する委員数について尋ねた。その結果を表 4.34 及び図 4.14 に示す。




委員数が 11名以上だった図書館は 967館中 153館（15.8%）であるが、本調査では 551館
中 90館（16.3%）と僅かに割合が増加している。平均値も 9.13から 9.15に微増しており、
僅かながらではあるが、図書館協議会の委員数が増加していることがわかる。 
開催回数と同様に、図書館協議会委員数の蔵書冊数別に差が生じるか分析するために、
委員数を最小値の 5名から 17名まで 3名ずつに区分してクロス集計を行い、その結果を表
4.35 に示した。この結果に Pearson のχ2検定を適用すると、χ=69.954、p<0.01 で有意
差が認められた。サンプル数が十分でない点に留意しつつ、Haberman の残差分析を行い、
その結果も表 4.6の館数に示している。調整済み残差の値から、5万冊未満および 5万冊以
上 10 万冊未満の図書館協議会の委員数が「5 名以上 7 名以下」である確率が p<0.01 で有
意に高いが、「8名以上 10名未満」となる確率は有意に低い。20万冊以上 50万冊未満及び
50 万冊以上の図書館では「5 名以上 7 名以下」となる確率が有意に低く、20 万冊以上 50





表 4.34 図書館協議会委員数 












図 4.14 図書館協議会の委員数 N=551 
 
 
表 4.35 蔵書冊数別の図書館協議会の構成委員数 
















館数 17** 67 22 11 0 
117 
割合 14.5% 57.3% 18.8% 9.4% 0.0% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 31** 114** 13 11 1 
170 
割合 18.2% 67.1% 7.6% 6.5% 0.6% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 36 79 10 7 1 
133 
割合 27.1% 59.4% 7.5% 5.3% 0.8% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 49** 42** 8 3 1 
103 
割合 47.6% 40.8% 7.8% 2.9% 1.0% 
5万冊未満 
館数 17** 8** 1 1 0 
27 
割合 63.0% 29.6% 3.7% 3.7% 0.0% 
合計 150 310 54 33 3 
550 
割合 27.3% 56.4% 9.8% 6.0% 0.5% 





































審議会等は 21.0％（うち市区は 25.2％、町村は 19.2％）であることを明らかにした10。 









































表 4.37 自治体別の女性委員比率 




28.6% 25.2% 19.2% 
図書館協議会委
員（本調査結果） 
委員数 340 3,360 1,344 
女性委員数 165 1,739 716 








































表 4.38 設置母体別協議会委員数の所属による集計 
    
都道府
県 
市区 町村 合計 
図書館協議会数 35 352 165 552 
構成委員数 340  3,360  1,344  5,044  
社会教育関係者 
人数 67 805 322 1194 
割合 20.0% 25.3% 26.9% 25.3% 
学校教育関係者 
人数 60 745 320 1125 
割合 17.9% 23.4% 26.8% 23.9% 
家庭教育関係者 
人数 37 519 205 761 
割合 11.0% 16.3% 17.2% 16.1% 
学識関係者 
人数 141 885 325 1351 
割合 42.1% 27.8% 27.2% 28.6% 
公募 
人数 30 232 23 285 
割合 9.0% 7.3% 1.9% 6.0% 
合計 人数 335  3,186  1,195  4,716  
 
 





















図 4.16 図書館協議会委員の年齢 N=4,710 
 
 
表 4.39 設置母体別協議会委員の年齢による集計 
    都道府県 市区 町村 合計 
図書館協議会数 35 352 165 552 
構成委員数 340  3,360  1,344  5,044  
20歳以上 35歳未満 
総数 7 57 39 103 
割合 2.1% 1.8% 3.0% 2.2% 
35歳以上 50歳未満 
総数 50 529 234 813 
割合 15.3% 17.1% 18.2% 17.3% 
50歳以上 65歳未満 
総数 221 1610 682 2513 
割合 67.6% 52.0% 52.9% 53.4% 
65歳以上 
総数 49 898 334 1,281  
割合 15.0% 29.0% 25.9% 27.2% 





















表 4.40 蔵書冊数別図書館協議会委員の所属による集計 












図書館協議会数 27 104 133 168 117 549 
構成委員数 199  824  1,214  1,599  1,186  5,022  
女性委員 
総数 111 448 635 842 577 2,613  
割合 55.8% 54.4% 52.3% 52.7% 48.7% 52.0% 
社会教育
関係者 
総数 44 200 299 379 266 1,188  
割合 26.0% 27.1% 27.4% 24.5% 23.1% 25.3% 
学校教育
関係者 
総数 44 210 262 378 226 1,120  
割合 26.0% 28.5% 24.0% 24.4% 19.6% 23.8% 
家庭教育
関係者 
総数 30 134 215 229 153 761 
割合 17.8% 18.2% 19.7% 14.8% 13.3% 16.2% 
学識関係
者 
総数 48 180 290 451 376 1,345  
割合 28.4% 24.4% 26.6% 29.1% 32.7% 28.6% 
公募 
総数 3 14 25 113 130 285  
割合 1.8% 1.9% 2.3% 7.3% 11.3% 6.1% 








表 4.41 蔵書冊数別図書館協議会委員の所属による集計 












図書館協議会数 27 104 133 168 117 549 
構成委員数 199  824  1,214  1,599  1,186  5,022  
20歳以上
35歳未満 
総数 6 27 27 24 19 103 
割合 3.0% 3.5% 2.2% 1.7% 1.8% 2.2% 
35歳以上
50歳未満 
総数 43 152 204 232 177 808 
割合 21.6% 19.6% 17.0% 16.0% 16.6% 17.2% 
50歳以上
65歳未満 
総数 103 412 604 773 612 2,504  
割合 51.8% 53.1% 50.2% 53.2% 57.5% 53.4% 
65歳以上 
総数 47 185 367 423 256  1,278  
割合 23.6% 23.8% 30.5% 29.1% 24.1% 27.2% 




















公募制度の実施の有無を図 4.17 に示す。本調査の結果、558 館中 154 館、27.6%の図書館
協議会が図書館協議会委員の公募を行っていた。日本図書館協会の 1985年の調査では、681









都道府県が 35 館中 18 館で公募を行っており、51.4%と最も実施率が高かった。また町村
は 171 館中公募を行っていない図書館が 153 館と、公募の非実施率が 89.5%と最も高くな
















表 4.42 設置母体別協議会委員の一般公募を行っているか 







館数 18 17 
35 
比率 51.4% 48.6% 
区 
館数 2 0 
2 
比率 100.0% 0.0% 
市 
館数 116 236 
352 
比率 33.0% 67.0% 
町村 
館数 18 153 
171 
比率 10.5% 89.5% 
合計 154 406 
560 
比率 27.5% 72.5% 
 
 
表 4.43 蔵書冊数別協議会委員の一般公募を行っているか 







館数 63 54 
117 
比率 53.8% 46.2% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 62 108 
170 
比率 36.5% 63.5% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 20 116 
136 
比率 14.7% 85.3% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 7 98 
105 
比率 6.7% 93.3% 
5万冊未満 
館数 1 28 
29 
比率 3.4% 96.6% 
合計 153 404 
557 







































表 4.44 公募を実施している図書館協議会の公募委員割合 
  協議会委員総数 公募委員数 公募委員割合 
公募を実施している 
図書館協議会 
1,517  153  10.1% 
都道府県 183  18  9.8% 
区 27  2  7.4% 
市 1,147  115  10.0% 
町村 160  18  11.3% 
50万冊以上 653  63  9.6% 
20万冊以上 50万冊未満 607  61  10.0% 
10万冊以上 20万冊未満 181  20  11.0% 
5万冊以上 10万冊未満 63  7  11.1% 


























表 4.45 公募委員を採用する際の選考方法（複数回答可能） 
  館数 
ケース 
の割合 
書類審査 139 94.6% 
面接 38 25.9% 
その他 24 16.3% 
回答館数 147 100.0% 























表 4.46 公募を実施しない理由（複数回答可能） 
  館数 
ケース
の割合 
法律・条例などに規定されていないため 244 60.5% 
委員の選考を行うことが難しいため 97 24.1% 
住民の要望がないため 60 14.9% 
実施予定・検討中 15 3.7% 
特に理由はない 109 27.0% 
その他 23 5.7% 
回答館数 403 100.0% 









るために、傍聴の有無を図 4.18 に示す。その結果、550 館中 278 館、50.5%と約半数の図
書館で図書館協議会の傍聴制度を実施していた。公募と同様に、傍聴について設置母体別



















表 4.47 設置母体別傍聴が可能かどうか 
    傍聴できる 傍聴できない 合計 
都道府県 
館数 31 5 
36 
割合 86.1% 13.9% 
区 
館数 2 0 
2 
割合 100.0% 0.0% 
市 
館数 199 146 
345 
割合 57.7% 42.3% 
町村群 
館数 46 121 
167 
割合 27.5% 72.5% 
合計 278 272 
550 











表 4.48 蔵書冊数別傍聴が可能かどうか 
    傍聴できる 傍聴できない 合計 
50万冊以上 
館数 96 20 
116 
割合 82.8% 17.2% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 96 73 
169 
割合 56.8% 43.2% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 47 84 
131 
割合 35.9% 64.1% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 27 76 
103 
割合 26.2% 73.8% 
5万冊未満 
館数 10 17 
27 
割合 37.0% 63.0% 
合計 276 270 
546 





















表 4.49 傍聴と公募の実施について 








館数 111 41 
152 
割合 73.0% 27.0% 
公募を行っ
ていない 
館数 165 230 
395 
割合 41.8% 58.2% 
合計 276 271 
547 
















表 4.50 図書館協議会のどのような記録を作成しているか 
  館数 割合 
発言者名を明らかにした発言記録 179 32.5% 
匿名の発言記録 58 10.5% 
議論の内容を要約した記録 246 44.6% 
審議事項のみ 32 5.8% 
特に記録は作成していない 36 6.5% 















り、協議会委員の名簿なども 117 館（21.0%）が公開している。2006 年調査では会議録を
公開している図書館及びその公開方法について調べ、会議録を公開している図書館は 1,002
館中 226館（22.6%）、そのうちインターネットで公開しているのは 1,002館中 80館（7.9%）
であった。本調査では、インターネットで会議録（議事録）を公開している図書館は 556
館中 131 館で 23.6%となり、インターネットで図書館協議会の会議録を公開している図書
館が大きく増加していることが明らかである。 
 また、インターネット上で公開している情報について、設置母体別にクロス集計した毛

























図書館協議会委員の名簿 117 21.0% 
図書館協議会の審議事項 111 20.0% 
図書館協議会の議事録 131 23.6% 
特に公開していない 177 31.8% 
その他 27 4.9% 
回答館数 556 100.0% 







































その他 回答館数 合計 
都道府県 
館数 22 24 24 22 4 6 
36 
102 
割合 61.1% 66.7% 66.7% 61.1% 11.1% 16.7% 283.3% 
区 
館数 2 2 2 2 0 0 
2 
8 
割合 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 400.0% 
市 
館数 230 84 80 100 92 21 
350 
607 
割合 65.7% 24.0% 22.9% 28.6% 26.3% 6.0% 173.4% 
町村 
館数 85 7 5 7 81 0 
168 
185 
割合 50.6% 4.2% 3.0% 4.2% 48.2% 0.0% 110.1% 
合計 339 117 111 131 177 27 
556 
902 










表 4.53 蔵書冊数別インターネット上に公開している記録（複数回答可能） 











その他 回答館数 合計 
50万冊以上 
館数 84 60 61 64 12 15 
117 
296 
割合 71.8% 51.3% 52.1% 54.7% 10.3% 12.8% 253.0% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 113 37 37 53 40 9 
169 
289 
割合 66.9% 21.9% 21.9% 31.4% 23.7% 5.3% 171.0% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 81 14 10 10 51 2 
134 
168 
割合 60.4% 10.4% 7.5% 7.5% 38.1% 1.5% 125.4% 
5万冊以上 10
万冊未満 
館数 47 5 2 3 56 1 
104 
114 
割合 45.2% 4.8% 1.9% 2.9% 53.8% 1.0% 109.6% 
5万冊未満 
館数 11 0 0 0 17 0 
28 
28 
割合 39.3% 0.0% 0.0% 0.0% 60.7% 0.0% 100.0% 
合計 336 116 110 130 176 27 
552 
895 




























  委員名簿の公開 
議事録・議事要素の
公開 
  自治体数 割合 自治体数 割合 
公開している 18 8.7% 12 5.8% 
情報公開請求など問合
せに応じて公開 
124 59.6% 112 53.8% 
実施していない 59 28.4% 78 37.5% 
未回答 7 3.4% 6 2.9% 























  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
公募を行っている 41** 48% 113** 24% 154 28% 
公募を行っていない 45** 52% 361** 76% 406 73% 
合計 86 100% 474 100% 560 100% 
傍聴を実施している 53** 64% 225** 48% 278 51% 
傍聴を実施していない 30** 36% 242** 52% 272 49% 
合計 83 100% 467 100% 550 100% 
議事録をインターネット
で公開している 
33** 27% 94** 15% 127 17% 
議事録をインターネット
で公開していない 
91** 73% 539** 85% 630 83% 
合計 124 100% 633 100% 757 100% 
 ** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
 
 
















 まず、図書館協議会委員の交通費や謝礼の有無を尋ねた結果を図 4.19、図 4.20にそれぞ

















図 4.20 図書館協議会委員に謝礼を支払っているか N=556 
 
 
 図書館協議会の年間にかかる具体的な金額について、その平均値などを表 4.56 に示す。
平均値が 14万 6,595円、中央値及び最頻値は 10万円だが、最小値 1,500円から最大値 182
万 400 円と図書館による差が大きい。この金額について、設置母体及び蔵書冊数による規
模ををみるため、年間費用の四分位数で区分し、クロス集計を行った。年間費用の四分位




表 4.56 年間に図書館協議会にかかる費用 
 
図書館協議会の年間費用 
平均値 146,595  
中央値 100,000  
最頻値 100,000  
最小値 1,500  










表 4.57 図書館協議会の設置母体と年間にかかる費用 







館数 2 5 6 21 34 
割合 5.9% 14.7% 17.6% 61.8% 100.0% 
市区 
館数 55 72 117 82 326 
割合 16.9% 22.1% 35.9% 25.2% 100.0% 
町村群 
館数 64 40 22 15 141 
割合 45.4% 28.4% 15.6% 10.6% 100.0% 
合計 
館数 121 117 145 118 501 
割合 24.2% 23.4% 28.9% 23.6% 100.0% 
 
 
表 4.58 図書館の蔵書冊数と年間にかかる図書館協議会の費用 







館数 7 11 30 65 113 
割合 6.2% 9.7% 26.5% 57.5% 100.0% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 21 32 66 36 155 
割合 13.5% 20.6% 42.6% 23.2% 100.0% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 31 43 32 13 119 
割合 26.1% 36.1% 26.9% 10.9% 100.0% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 50 25 11 4 90 
割合 55.6% 27.8% 12.2% 4.4% 100.0% 
5万冊未満 
館数 10 5 5 0 20 
割合 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 100.0% 
合計 
館数 119 116 144 118 497 









用の 2 変量から、Pearson の積率相関係数を求めたところ相関係数が 0.577 となり、蔵書
冊数と図書館協議会費用に正の相関があった。さらに、年間にかかる図書館協議会費用と、



































図 4.21 業務委託について図書館協議会で審議したことがあるか N=545 
 
 
表 4.59 どのような業務委託の導入について審議したか 
  館数 ケースの割合 
指定管理者制度など図書館の運営全般 37 44.0% 
カウンター業務 37 44.0% 
図書館システム 2 2.4% 
その他 14 16.7% 
回答館数 84 100.0% 




























している図書館は 4館で、導入率は 8.9%である。また、市町村立図書館については、回答 
 
図 4.22 指定管理者制度について図書館協議会で審議したことがあるか N=536 
 
表 4.60 指定管理者制度の導入について図書館協議会の賛否 
  館数 割合 
指定管理者制度の導入に概ね賛成 23 15.1% 
指定管理者制度の導入に概ね反対 105 69.1% 
中立・検討中 10 6.6% 
分からない 2 1.3% 
その他 12 7.9% 














自治体 296館、2012年度に導入予定の自治体は 18自治体で 36館あることが明らかにされ
































表 4.61 指定管理者制度の導入と図書館協議会の設置の有無 








館数 38** 524** 562 
割合 6.8% 93.2% 100.0% 
図書館協議会を 
設置していない 
館数 18 144 162 
割合 11.1% 88.9% 100.0% 
図書館協議会を 
設置していたが廃止した 
館数 10** 22** 32 
割合 31.3% 68.8% 100.0% 
合計 
館数 66 690 756 
割合 8.7% 91.3% 100.0% 








































館数 14** 9** 23 
割合 60.9% 39.1% 100.0% 
図書館協議会で指定管理者制度
に概ね反対した 
館数 1** 104** 105 
割合 1.0% 99.0% 100.0% 
合計 
館数 15 113 128 
割合 11.7% 88.3% 100.0% 

























































































































図 4.23 利用者懇談会を実施しているか N=749 
 
 


















ら表 4.68 に示す。それぞれの結果について Pearson のχ2検定を行うと、利用者懇談会の






















  館数 割合 館数 割合 
図書館協議会を設置 
している 
27 4.8% 531 95.2% 558 
図書館協議会を設置 
していない 
12 7.5% 148 92.5% 160 
図書館協議会を設置 
していたが廃止した 
3 9.4% 29 90.6% 32 








表 4.67 図書館協議会と図書館友の会の有無 
  図書館友の会がある 図書館友の会がない 
合計 
  館数 割合 館数 割合 
図書館協議会を設置し
ている 
143 27.0% 386 73.0% 529 
図書館協議会を設置し
ていない 
39 24.8% 118 75.2% 157 
図書館協議会を設置し
ていたが廃止した 
9 31.0% 20 69.0% 29 
合計 191 26.7% 524 73.3% 715 
 
 






  館数 割合 館数 割合 
図書館友の会がある 22** 11.5% 169** 88.5% 191 
図書館友の会がない 18** 3.4% 505** 96.6% 523 
合計 40 5.6% 674 94.4% 714 
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付録1  用語の定義 
 
1.1. 公立図書館 










































資料2‐2. 圖書館法（案） 長田富作案（昭和 21 年 6 月） 
 














































































資料2‐12. 日本圖書館協會第一回通常総會協議會記録 －圖書館法案関係抜粋（昭和 22






























資料2‐13. 公共圖書館法案 修正仮案 文部省社会教育局文化課 加藤宗厚 雨宮祐政試


















































































































































































































































































































資料2‐23. 公共図書館法案付 “公共図書館法案”修正に関する件 文部省社会教育局文













































資料2‐24. 公共圖書館法案 日本圖書館協會有志（昭和 23 年 9 月 10 日、9 月 11 日修正、




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































94) １名 元区長会長・図書館をよく利用されている 
95) 問３－１３の公募による委員（３名）は、学識経験者に含めて考えておりますので、
問３－１２の６名の内数となっています。 
96) 学校図書司書 ２名 ・ 図書ボランティア団体代表 ３名 

























1) 人数制限 5 人まで 














15) 服装 禁止行為 
16) 先着 5 名まで 




21) 先着順。定員 5 名 
22) 会場の都合により定員を定めている 5～10 名 













31) 先着順で 5 名まで 
32) 5 名まで 
33) 傍聴人の数は 5 名以内 
34) 定員 5 名 
35) 傍聴人の守るべき事項 



























































4) ・平成 23 年度予算概要 
・平成 23 年度事業計画概要 
・22 年度決算概要 
・22 年度事業懸隔総括 
5) 平成 22 年度事業実績について、23 年度事業現況について、全国図書館大会について。 
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6) 第 1 回目 前年度の事業報告と今年度の事業計画の説明 


















19) 事業報告 事業計画 予算配分  
20) 中高校生の読書離れについて 
子ども読書活動について 
21) *22 年度利用報告 
*23 年度事業計画(諮問) 
22) 図書館・地域図書室の運営について 子ども読書活動推進計画について 読書講演会につ
いて 来年度予算について その他 
23) 本庄市子ども読書活動推進計画について 
図書館事業報告について他 











26) 平成 23 年度町立図書館の運営方針と重点施策について 
絵画寄贈受入について 
アメリカ総領事館からの図書寄贈受入について 
27) 22 年度活動報告 予算報告 
23 年度活動計画、予算概要 







31) 平成 22 年度事業報告 平成 23 年度事業計画 
32) 新図書館建設について 












38) 第 1 回 1.平成 23 年度事業について  
    2.報告 平成 22 年度事業の実施状況 
第 2 回 1.ふじみ野市立図書館評価指標について  
    2.「ふじみ野市にお住まいの方への図書館利用アンケート」について 







41) 第 1 回 ● 委員長・副委員長の選出 
    ● 平成 22 年度図書館活動の総括 
    ● 平成 23 年度図書館の運営及び活動概要 
第 2 回 ● 平成 23 年度経過報告並びに平成 24 年度活動計画(案) 
    ● 自動車文庫の運営(案) 
    ● 図書館の将来像(案) 













45) ・平成 22 年度 図書館事業報告 











49) ・平成 22 年度図書館活動及び利用状況について 











・ボランティア養成事業  ・蔵書点検 










・平成 23 年度事業計画と予算 
・平成 23 年度上半期の実績について 
57) 平成 22 年度実績報告 
絵本コンクール 
58) 運営方法について 
59) 平成 22 年度の事業経過と 23 年度の計画審議等 
60) 閉架書庫の課題について。インターネット蔵書検索システムの導入について。保育所・
幼稚園への配本について。住民サービスについて。読書感想文審査について。など 
61) 平成 23 年度予算 
62) 前年度実績報告等 
63) 有明圏域定住自立圏広域利用について 
64) 平成 22 年度運営実績 
平成 23 年度運営内容 
平成 24 年度運営計画 
65) 図書館事業 次年度主な新規事業等 




67) 第 1 回目 平成 22 年度及び平成 23 年度図書館事業について 
第 2 回目 平成 24 年度主となる事業について 
68) 業務報告 利用状況報 
69) なし 
70) 平成 22 年度利用状況、事業実績について 
平成 23 年度事業について 
71) (1)委員長・副委員長選出 
(2)平成 22 年度の事業報告 
(3)平成 23 年度の主な事業と予算について 
(4)その他 
72) 図書館からの活動報告 意見交換 
73) 平成 22 年度の図書館運営の状況報告 













78) 平成 22 年度五所川原市立図書館事業実施計画について 
平成 23 年度五所川原市立図書館事業計画について 
79) ●平成 22 年度 事業報告 
●開館時間変更について 








82) 平成 22 年度事業報告、平成 23 年度図書館運営方針及び重点目標、事業計画、「子ども読
書活動推進計画」進捗状況、平成 23 年度事業中間報告など 
83) 図書館事業について 
84) ・平成 22 年度 図書館事業報告及び利用状況について 
・平成 23 年度 図書館予算について 
・平成 23 年度 図書館事業計画について 








88) 未実施(3 月末開催予定) 
89) 新館となり、施設、職員数など多くの問題点も改善されたため、今回は諮問を行ってい
ないず、運営に対してご意見を伺った。 
〇第 1 回図書館協議会定例会(5/25) 
   ・平成 22 年度 利用状況報告・平成 23 年度 活動計画について 
〇第 2 回図書館協議会定例会(6/29) 
   ・館内の床の騒音対策について・古本市の開催について 
〇生涯学習館利用者アンケートの実施(8/1～8/30) 
〇第 3 回図書館協議会定例会(8/30) 
   ・利用者アンケートの集計作業・古本市までの活動日程の打合わせと作業 
〇古本市準備作業(9/1～10/15) 




〇生涯学習館利用者アンケート集計結果の報告 12 月 
90) 前年度事業報告、当該事業計画、図書館発行の館報の内容等審議 
91) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 





















100) 不明本の対策 子ども読書活動推進計画案についての諮問 利用者登録時の本人確認 
101) 平成 22 年度行事実績 





 ・館内 BGM について 
104) 前年度実績報告 
平成 23 年度門川図書館事業計画、予算 
105) ・委員長、委員長職務代理選出 
・平成 22 年度事業報告について 
・平成 23 年度事業計画及び予算について 
・平成 23 年度事業報告について(予定) 




108) 1 役員改選 
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2 平成 22 年度の活動報告 



























123) ①平成 22 年度事業報告及び平成 23 年度事業概要 
②「名古屋市図書館中期計画」の進捗状況報告 
③「平成 23 年度名古屋市図書館サービス計画における重点事項(目標)」 
④図書館の運営体制について 
⑤平成 23 年度事業報告 



















129) ・平成 22 年度各種利用実績、統計及び事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
130) ・平成 23 年度の事業計画 




131) ・平成 22 年度図書館利用状況について 
・平成 23 年度図書館運営及び事業計画について 
・読書推進計画について 
・平成 23 年度事業取り組み状況について 





















138) 平成 22 年度の運営状況 




141) ・平成 22 年度事業実績 




142) 時期早々  
143) 図書館行事 
図書館予算 
144) 平成 22 年度事業実施報告 
平成 23 年度運営方針・事業計画協議 
平成 23 年度事業実施報告(H23 年 12 月まで) 




147) 平成 22 年度の事業・利用実績報告 
平成 23 年度上半期の事業・利用実績報告 








防災対策について  など 
150) 図書館事業一般(図書購入、行事予定など)、自動車文庫車の購入 
151) ・平成 22 年度に実施した図書館事業の内容について 
・図書館の自習用スペースについて 
152) ・平成 22 年度主要事業の実績 







・平成 23 年度図書館事業の実施状況について 
・平成 24 年度図書館事業の実施計画について 
154) 平成 22 年度 運営全般についておよび事業評価について 
平成 23 年度 事業総括について 
平成 24 年度 運営計画(案)について  等 
※最終の協議会は 2/29 開催予定 
155) 平成 22 年度豊川市図書館の事業報告 
平成 23 年度豊川市図書館の目標と主要施策について 






157) 平成 22 年度利用状況。事業実施状況。 
平成 23 年度事業計画。 
平成 22 年度決算概要。 
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平成 23 年度予算概要。 
平成 22 年度図書館事務事業評価。 
158) ・市内図書館視察 
・平成 22 年度の図書館利用状況 
・平成 23 年度の図書館運営 
・運営状況について 
・来年度の図書館費・運営について 
・子どもの読書活動推進計画(第 2 次)について 
159) 図書館運営状況及び運営計画、子ども読書活動推進計画などについて 
160) 年度事業計画と事業報告 














164) 平成 22 年度図書館事業報告書について 






166) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 
167) 1.中央図書館「主要事業等」の経過報告 





168) 24 年度事業計画 
169) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
170) 1 行政点検評価の結果について 
2 H23 事業計画について 
3 H22 事業結果について 













176) 1.図書館の現状及び平成 22 年度業務実績報告 




178) 平成 22 年度事業報告 







181) 平成 22 年度事業報告 




182) 平成 23 年度(2011 年度)基本方針と目標 
隣接市との広域利用の試行について 
平成 22 年度(2010 年度)統計について 









185) 平成 23 年度図書館事業 
本館・分館のあり方 
186) 図書館の運営状況について(貸出状況等) 
187) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 






平成 24 年度の運営方針について 
平成 24 年度の主な事業計画について 
長岡市立図書館の活動評価について 
特別図書整理の現状と課題について 
192) 平成 23 年度第 2 回(平成 23 年 11 月 18 日開催) 
(1)(仮称)さいたま市図書館ビジョン(案)について(中間報告) 
平成 23 年度第 1 回(平成 23 年 7 月 22 日開催) 
(1)平成 22 年度事業報告について 
(2)平成 22 年度図書館評価について 
(3)平成 23 年度事業計画について 




第 2 次一括法に伴う図書館法の改正について 
平成 24 年度事業方針について等 
194) 指定管理導入初年度の利用状況報告と課題 
195) 野木町子ども読書活動推進計画への取り組みについて 






199) 3 月末の予定のため、未だ開催されていない。 
200) 図書館運営状況報告と夏休み読書感想文の審査 
201) 年齢別利用状況、学校図書館の状況、新移動図書館車の愛称・デザイン 






205) 第 1 回会議 平成 22 年度図書館利用状況および平成 22 年度図書館事業経過報告 
      平成 23 年度図書館予算および図書館事業計画 




・平成 22 年度図書館利用状況及び事業実績について 





209) ・平成 22 年度利用統計並びに事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
210) 窓口業務を NPO 等に委託することについて 
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211) 平成 22 年度事業報告 平成 23 年度事業経過 
212) 平成 22 年度事業･管理状況及び利用状況の報告 
平成 23 年度事業計画案の承認 等 
213) 遠隔地の方の利用を増やすには 
郷土資料について 










217) ・平成 22 年度事業報告。平成 23 年度蕨市立図書館事業の事業報告及び今後の実施
計画について。 
・蕨市子ども読書活動推進計画の策提案について。 
218) ・平成 23 年度飯島町図書館の運営について 
・「飯島町子ども読書活動推進計画」について(平成 23 年度策定、平成 24 年度 4 月施行) 
219) 平成 23 年度事業報告(見込み) 
平成 24 年度事業計画(予定) 
220) 開館時間の延長 
221) 平成 22 年度の実績報告 
平成 23 年度の事業報告 
平成 24 年度の事業計画 
222) 中期計画、事業計画、報告 
223) 平成 22 年度図書館事業報告及び平成 22 年度予算の執行状況について 
平成 23 年度図書館事業計画及び平成 23 年度予算について 
成田市立図書館設置条例の一部を改正するについて 
平成 23 年度図書館事業中間報告について 
平成 24 年度図書館事業計画(案)について 
224) 1 ゆうき図書館の概要について 













平成 23 年度静岡県立中央図書館の利用状況等について 
平成 23 年度静岡県立中央図書館の事業について 
平成 24 年度静岡県立中央図書館の事業について 
231) 審議事項は特に無し 
第 1 回 
 平成 22 年度事業実績報告について 
 平成 23 年度当初予算及び事業実施計画について 
第 2 回 
 平成 23 年度事業実施状況について 











237) ・平成 22 年度決算 
・平成 23 年度事業報告(中間) 













243) 平成 22 年度白山市立図書館事業及び利用状況報告 




245) 22 年度図書館業務について 
23 年度図書館業務について 
246) 平成 22 年度の利用実績・事業実績 





平成 24 年度の重点目標・重点事業について 
247) パソコンの使用について 
朝霞市立図書館条例の一部改正について 
平成 24 年度事業計画(案)について 
248) 現状報告や今後の課題等(図書購入方法) 
249) (第 1 回) 
   (1) 平成 22 年度事業実績報告 
   (2) 平成 23 年度事業計画について 
(第 2 回) 
   (1) 図書館条例の一部を改正する条例について 
   (2) 平成 24 年度運営方針(案)について 
   (3) 平成 24 年度主要事業(案)について 
   (4) 平成 24 年度事業計画(案)について 




252) ・平成 22 年度県立図書館事業実施状況等について 
・平成 23 年度県立図書館利用状況等について 
















258) ・図書館の H23 運営について 








262) 平成 22 年度 実績報告 
平成 23 年度 資料購入計画 
平成 23 年度 事業計画 
市民アンケート・市民意見交換会 報告 
図書館協議会条例の一部改正      ほか 
263) 利用状況、事業計画、移動図書館の巡回について等を協議会にて報告 
264) 平成 22 年度北上市立図書館利用状況 





266) 平成 23 年度「もりやの図書館概要」について 
視察研修について 
平成 23 年度事業報告について 
平成 24 年度事業(案)について 
267) 平成 23 年度事業実施状況報告 




269) 平成 23 年度事業報告 
平成 24 年度事業計画 
270) ・西いぶり 3 市(登別市・室蘭市・伊達市)の図書館広域システムの導入について(定
住自立圏広域ネットワークの概要と経過報告) 
・平成 23 年度図書館事業について 
・学校支援のあり方の見直しについて 
・配本所機能の強化と整備について 
・文科省「平成 23 年度子ども読書活動優秀実践図書館大臣表彰」の受賞報告 
271) 平成 22 年度運営状況について 
平成 23 年度事業計画について 
平成 23 年度運営状況について 
平成 24 年度事業計画について 





273) ・平成 22 年度町民図書館事業報告 
・平成 23 年度町民図書館運営について 
・東北地方太平洋沖地震による被害状況報告 
・巡回図書購入の選書 
・平成 23 年度町民図書館運営状況について(4 月～11 月) 
・平成 24 年度図書館運営計画について 
・第二次子ども読書活動推進計画について 


















・平成 23 年度の事業報告 
・平成 23 年度の資料数と利用状況について 










285) ①平成 22 年度図書館活動報告 
②平成 23 年度教育方針 
③平成 23 年度図書館活動計画 
④平成 23 年度自動車文庫つつじ号の後期運行日程 
286) 平成 23 年度活動実績報告、平成 24 年度活動計画等 
287) 貸出冊数制限の変更(増加)について 
288) 図書館運営方針案及び子ども読書活動推進計画案に係る意見聴取 




290) 平成 22 年度事業実績 














・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
  学校図書館支援センターについて 
295) 平成 23 年度はまだ図書館協議会を開催していない。 
296) 立川市図書館における映像資料の見直しについて 






・平成 24 年度栃木県立図書館経営方針について 
・平成 24 年度栃木県立図書館予算(案)の概要について 










・平成 23 年度マネジメントの方針について 
・新年度予算について 
307) 平成 24 年度 運営方針(案) 
平成 24 年度 サービス計画(案) 
308) ・平成 22 年度運営・事業について 
・自動車図書館の運営について 




311) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
・平成 23 年度事業報告 
・平成 24 年度事業計画 
・新図書館建築に係る基本設計について 
312) 平成 24 年度から設置のため該当ありません。 
313) ・平成 22 年度事業報告について       
・平成 23 年度予算および事業計画について 
・中央図書館耐震補強等改修工事について 
・新座市立図書館条例一部改正について 
314) ・平成 23 年度事業実施報告。 







316) ・平成 23 年度事業実施報告及び資料購入状況 
・平成 24 年度事業計画及び資料購入計画 
・図書館評価 
317) 平成 22 年度事業実績及び平成 23 年度事業計画について 








321) 平成 22 年度図書館運営報告 
平成 24 年度図書館運営方針 
322) 平成 23 年度図書館事業実施状況及び利用状況について 
平成 24 年度図書館事業計画について 
323) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度図書館運営方針 
・平成 23 年度事業計画 
・平成 22 年度地域活性化交付金 
・図書館事業の進捗状況 
・夏時間(7 月 21 日～8 月 30 日)の実施状況 
・ご意見箱の意見内容 






326) 平成 22 年度事業報告 











332) 第 1 回図書館協議会(7 月開催)にて 
・平成 22 年度図書館事業報告及び利用状況等について 


















339) ・平成 22 年度事業報告・利用状況について 






342) 平成 22 年度図書館運営の概要について報告 
平成 23 年度図書館関連予算について報告 
平成 23 年度図書館運営について協議 
        子どもの読書活動推進事業の継続実施について協議 
343) 第 1 回目 平成 22 年度事業実施状況報告について 
     平成 22 年度運営数値目標の結果について 
第 2 回目 平成 23 年度事業実施状況報告について 










346) 平成 23 年度事業計画について 
子どもの読書活動推進計画の策定について 
347) 平成 23 年度予算現況および事業報告について 
平成 24 年度事業計画について 




・平成 22 年度事業報告について 
・平成 23 年度事業計画について 
・熊本県立図書館協議会設置条例の改定について 
・平成 23 年度事業報告について 







355) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
・平成 23 年度事業中間報告 




356) 講演 公共図書館の現状と今後の動向について 
講師 ㈱図書館総合研究所 取締役 三ツ橋康夫 
357) ○平成 22 年度事業報告及び決算について 




平成 22 年度 業務報告 








361) 平成 24 年度図書館運営方針 
平成 24 年度事業計画 




363) 平成 22 年度の市立図書館施策・事業評価 






366) 平成 23 年度予算関係、平成 22 年度決算関係、図書館視察、その他 
367) 事業報告、事業内容について 




369) 平成 22 年度事業報告・平成 23 年度事業計画 
370) 図書館サービス指標による目標値の設定について、施策進行管理チェックシート、
夏休み期間の開館時間について 






375) 平成 22 年度図書館利用状況、第 2 次名張市子ども読書活動推進計画の進捗状況、休
館日の変更、図書館業務委託契約更新の進め方 





378) 平成 22 年度 図書館事業状況報告、平成 23 年度 図書館事業事業計画、平成 23 年
度 予算について、平成 23 年度 視察研修について、平成 24 年度 運営方針・事業計画・
予算(案) 
379) 事業報告及び事業計画案、指定管理制度について 
380) 第 1 回洲本市図書館協議会(平成 22 年度事業報告 ・平成 23 年度事業計画・これか
らの図書館運営について)、第 2 回洲本市図書館協議会(・平成 23 年度事業報告 ・平成
24 年度事業計画) 
381) 1.平成 22 年度那須烏山市立図書館利用状況について 2.平成 23 年度事業及び予算に
ついて 3.指定管理者制度導入につい 
382) 中央図書館の災害復旧工事進捗状況、中央図書館の平成 23 年度事業報告(再開記念






387) 平成 22 年度事業報告及び決算について、平成 23 年度運営方針及び事業計画並びに
予算について、平成 23 年度事業報告について、平成 24 年度運営方針及び事業計画並び
に予算について 
388) 図書館内での持ち込みによる自習に関して(どの程度まで規制するか) 
389) ・宅配の周知  ・ホームページの表示   ・図書館の運営計画  ・次年度の運営計画 
390) 図書電子管理システム導入に伴う休館日の設定について 
391) 平成23年6月開催時 (1)図書館の運営について (2)平成22年度利用実績について(3)
平成 23 年度事業計画について/平成 23 年 10 月開催時 (1)平成 23 年度上半期利用実績に
ついて (2)図書館新システムについて (3)金津図書館の移転計画について   
392) 平成 22 年度実績報告、平成 23 年度活動報告、平成 24 年度活動計画、いの町子ど
も読書活動推進計画案 
393) 平成 22 年度事業報告について、平成 23 年度事業計画について、図書館法の改正に
ついて、平成 23 年度図書館事業の経過報告について、図書館法改正に伴う図書館条例の
改正について、小学校一般開放図書室について 
394) ①22 年度事業・決算報告  23 年度事業計画並びに予算  ②学校図書館視察並びに意
見交換(予定)  ③24 年度主要事業について 
395) 事業計画、事業報告、蔵書の整備 






398) ・前年度事業報告  ・前年度決算報告  ・今年度の事業の変更等 




403) ①平成 22 年度事業実績等について ②平成 23 年度事業実施状況について③平成 24
年度事業計画について  ④指定管理者制度について  ⑤電子図書について  ⑥その他 
404) 開催していない 
405) 会長・副会長選出  昨年度の課題取り組み状況報告  今年度事業計画及び実施状況 
406) 目指すべきサービスについて、H23 年度運営について、H24 年度運営(案)について 
407) 平成 24 年度大泉町立図書館運営基本方針について 
408) ・図書館サービスのあり方、将来の図書館像について・郷土資料の収集・保存につ
いて他 
409) ・委員長、副委員長の選出・平成 22 年度利用実績・平成 22 年度事業実績・平成 23
年度事業計画について・平成 23 年度購入計画について・平成 23 年度事業実績報告・図









412) ・平成 23 年度の図書館運営計画の承認・YA の図書館利用低下、選書について・児
童の利用マナーへの対応について等 




415) ・平成 23 年度の運営について ・ 『図書館通信 No.4』について・「図書館年報」第




417) 平成 24 年度以降の経営評価について、(仮称)図書館ビジョンの策定について、利用
者満足度調査について 
418) ・平成 22 年度図書館業務報告について・平成 22 年度指定管理者の評価について・
綾瀬市立図書館条例の一部改正について・平成 24 年度図書館事業計画について 
419) 第1回定例会(1)委員長及び職務代理者の選任について(2)子ども読書活動推進計画に
ついて(3)平成 23 年度図書館事業について、第 2 回定例会(1)施設見学(2)意見交換、第 3
回定例会(1)平成 22 年度図書館決算について(2)平成 22 年度図書館年報について(3)平成
23 年度図書館事業の報告について 
420) 今年度は 1 回のみ実施、前年度報告、今年度計画 2 回目は 3 月下旬 
421) ・平成 22 年度事業報告及び平成 23 年度事業計画について・東日本大震災の影響に
ついて・平成 23 年度図書館概要について・図書館システムの概要について(新システム
視察)・平成 23 年度図書館上半期事業の報告について・平成 23 年度図書館蔵書点検結果
の報告について 
422) 子どもの読書のための学校支援、地域の読書活動促進など 
423) 平成 22 年度図書館活動報告、平成 23 年度図書館予算説明、図書館の広域利用実現
に向けた協議検討について、河内長野市図書館条例の一部改正について、広域相互利用
について、平成 24 年度予算要望について、年始特別開館について 
424) ・平成 22 年度図書館の利用状況について・平成 22 年度図書館の事業実績について・
平成 23 年度図書館関係予算の概要について・平成 23 年度図書館の事業計画について・







429) 平成 22 年度事業について(報告)、平成 23 年度事業について(案)、平成 23 年度事業
の報告について、平成 24 年度事業(案)について 
430) ・海南市子ども読書活動推進計画について・現状について 
431) 下記参照 https://www.lib.pref.saitama.jp/stplib_doc/kyogikai/kyogikai.html 
432) 第 1 回 1. 図書館(中央・武里)の開館時間及び開館日の変更について(審議)公開 2. 図
書館運営改善(案)について(審議)公開 3. 春日部市立図書館条例施行規則の一部改正につ
いて(審議)公開4. 平成 22年度図書館費の決算概要について(報告)公開5. 平成 22年度庄
和図書館の利用状況について(報告)公開 6. 平成 22 年度市立図書館の利用状況について
(報告)公開・図書館(中央・武里)の開館時間及び開館日の変更について(審議)公開  第 2




433) ・平成 22 年度図書館運営に対する評価について・平成 23 年度図書館運営の重点目






437) 平成 23 年 4 月に新館オープンしたことによる、運営実績内容。 
438) 前年度決算報告、当該年度予算及び事業説明、次年度予算要求概要、先進地視察等 
439) 子どもの読書活動推進計画(第 2 次) 
440) 平成 22 年度の運営状況 
441) 平成 23 年度図書館事業実施報告、平成 24 年度図書館運営方針、平成 24 年度図書
館事業実施計画、子ども読書活動推進計画の策定について 
442) (第 1 回)①東日本大震災に伴う被災・復旧状況等について②平成 22 年度事業実施状
況及び平成 23 年度事業計画について(第 2 回)①文化財資料等の移管につい(経過報告等)
②貴重資料庫の問題点等について③震災文庫開設及び県内市町村図書館への支援状況に
ついて(第 3 回)①平成 23 年度事業実施状況について②震災復旧工事実施予定について③
図書館協議会設置条例の改正について④次期図書館振興基本計画について 
443) 読書のまちづくり条例について、図書館窓口等業務委託実施状況評価について 
444) ・新図書館建設に伴う協議 (図書館運営計画など) 
445) 松原市図書館適正配置等検討委員会での審議内容の報告 
446) 新図書館建設について 
447) ・「平成 22 年度 泉南市の図書館年報」について・平成 23 年度 図書館運営事業につ
いて 報告と予定・平成 24 年度 図書館運営事業計画(案)について・学校支援、学校との
連携について・泉南市子ども読書活動推進計画の策定の進捗状況について  等 
448) ・23 年度の図書館運営計画について・指定管理者制度導入について・図書館の開館
時間について 


















459) 平成 22 年度事業計画・平成 23 年度事業計画について、図書館評価指標について、
平成 24 年度図書館運営方針・平成 24 年度事業計画について 
460) 平成 22 年度事業報告、図書館利用者アンケートの報告、平成 24 年度事業計画 
461) 1 相互貸借にかかる送料等費用の負担について、2 図書館利用者のマナーについて、
(1)返却遅延を繰り返す利用者への教育について、(2)蔵書の破損、書き込み、水濡れ等に
ついて、(3) 資料の紛失とその対応策について 
462) 平成 22 年度実績報告、平成 23 年度事業計画、自治体史データ入力事業、視察研修
ほか 
463) 図書館基本計画(仮称)について 
464) 第 2 次子ども読書活動推進計画について 
465) 審議した内容ではないですが、議題として前年度と当年度の図書館の利用状況 
466) 23 年度事業経過報告、24 年度事業に向けて等 
467) 事業計画・事業方針 
468) ・図書館体制、町立図書館     事業計画・報告・利用状況、学校図書館     事業




471) 第1回 平成 22年度事業報告について、平成 23年度事業計画及び当初予算について、
第 2 回 平成 24 年度事業計画(案)及び当初予算(案)について、東金市図書館の設置等に関
する条例の一部改正する条例の制定(案)について 
472) 平成 23 年度業務報告及び平成 24 年度事業計画 
473) H22 年度の事業実績、H23 年度の事業計画、実施状況  〃    事業実績、その他、
当館の事業内容について 
474) 第 2 次札幌市図書館ビジョン策定に向けた協議 
475) 事業報告、事業計画など 




477) 第 16 期第 3 回(平成 23 年度第 1 回)図書館協議会(平成 23 年 7 月 6 日開催):議題 1
平成 22 年度事業報告について、(1)平成 22 年度図書館利用状況等、(2)平成 22 年度図書




478) ・平成 22 年度の事業報告と平成 23 年度の事前計画  ・諮問「現図書館を含む今後
の図書館の運営形態のあり方について 
479) 平成 23 年度図書館予算について、和光市図書館事業について 





483) 平成 22 年度の図書館事業報告。新委員の委嘱・任命式、正副委員長の選出。平成




485) 平成 22 年度業務実績について・平成 23 年度業務の取組について/新「北海道立図書
館事業推進計画」の策定について/平成 24 年度北海道立図書館運営計画(案)について・新
「北海道立図書館事業推進計画」(素案)について他 
486) 平成 22 年度事業実施状況について、平成 23 年度事業計画について、奈良県立図書
情報館評価指標の達成状況について 
487) 図書資料の除籍基準について  


















































上限を設けている（原則 8 年間を限度） 
3) 一宮市立図書館条例第 6 条委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 
4) 在任期間が 6 年を超えないこと 
5) 12 年を限度とする（「春日市附属機関の市民参加の推進に関する指針」より） 
6) 市民参加手続ガイドラインにて、一定の基準を設けています 
7) 再任の規定は、今回の条例改正の際に入れる予定。継続回数を成文化したものはない。 
8) 再任は妨げない、ただし 75 歳以上の再任は認めない 
9) 指針に定める理由に該当しない場合の在職期間は 4 年が上限（この間の再任は妨げな
い） 
10) 市で規定した附属機関等・運営基準要綱に順じ、継続は 10 年まで 
11) 継続して 10 年を超えて就任している者については、原則として再任しない。 
12) 原則として、6 年以内 









3) 3 期（6 年）までとしている 
4) 「附属機関等の設置及び運営に関する指針」により通算 12 年を限度とする。 
























13) 平成 24 年度検討中 
14) 図書ボランティアの会代表 








4) H24.4.1 より委員の選定に関する規定部分を条例改正予定 
5) 平成 24 年 4 月から施行予定 
6) 2 月議会で図書館条例を改正し、公募委員を追加する予定。 
7) 選定基準については、条例に規定 
8) 各種団体が推薦する者 






































































































図書館」ではありません。（第 29 条の図書館同種施設に該当） 
37) このご質問の前提条件である図書館法第 14～16 条について、適用外となりますが、類
似の機関として回答しておりますので、お含みおき下さい 






























サ ー ビ ス 検 討 協 議 会 」 を 発 足 い た し ま し た                       
図書館のサービスに関する事項を検討していただく機関で、学識経験者や公募市民等
８人で組織しております 




51) 砥部町立図書館は、平成 22 年度より指定管理者の運営に移行しています 
52) 昭和 51 年の開館以来、協議会等の設置は行ってこなかったが、地域主権改革一括法の






55) 建設については協議委員代表 2 名が参加する建設検討委員会がある 
56) 今後は図書館基本計画を策定後、外部評価者として図書館協議会を考えている 
57) 図書館協議会委員の再任用に関する規定が必要 
58) 平成 24 年 3 月 1 日現在、協議会委員任期満了に伴い新委員選考中です。 















64) 問 4-3 について，謝礼額については１回参加された場合の額。また，市関係者 （教員）
には支給していない。問 4-4 について，協議会 2 回開催，市内 5 図書館協議会の合同
情報交換会経費含む。 
65) 平成 17 年度より、教育長決裁の要綱に基づき「区民とともに歩む図書館委員会」を設
置している。任期 2 年、年 4 回開催、学識経験者 1、公募委員 3、各種団体構成員 6 以








平成 17 年に図書館協議会を社会教育委員会に統合した 
68) 図書館協議会は、岩国市の市民会議条例の制定により、各協議会が整理統合されたこ















2011 年 10 月 5 日（水）に東京多摩教育センターで開催された東京都立図書館協議会第
25 期第 3 回定例会を傍聴した。委員長を含め委員 3 名が欠席し、9 名の図書館協議会委員
































 2012 年 11 月 2 日（金）に立川市中央図書館上階にある女性総合センター・アイムの第 2
会議室にて、第 9 回立川市図書館協議会が開催された。これは 2012 年度から図書館協議会
に参加した委員にとっては、2 回目の図書館協議会となる。立川市の図書館協議会は傍聴が
認められており、傍聴者は筆者含む 2 名であった。出席者は委員 12 名のうち、7 名（最終
的には 8 名）であり、定足数に足るとして会議が催行された。 
 立川市図書館協議会委員は学校教育関係者 3 名、社会教育関係者 3 名、家庭教育関係者 1
















 協議会での実施事項の検討の際に、市民公募委員から、協議会の開催が全部で 3 回（例






















 以上で約 2 時間の立川市立図書館協議会が終了した。 
 






































 2012 年 11 月 9 日（木）に小平市中央図書館で第 4 回小平市図書館協議会が開催された。
小平市の図書館協議会は傍聴が認められており、傍聴者は筆者含む 2 名であった。図書館
協議会委員 12 名全員が出席し、事務局（図書館）側は館長含む 6 名が出席した。小平市図
書館協議会委員の名簿は公開されていないため、所属の内訳を確認することはできなかっ
た。円形に組まれた会議机に事務局３名を含む全協議会委員が着席し、輪から外れた下座




















































けられていなかった。本年度に開催された過去の 3 回の図書館協議会の議事録 1) 2) 3) を確認
しても、同様の内容であった。しかし、2005 年、2006 年、2007・8 年、2009・2010 年と
小平市図書館協議会は提言（答申）を提出していることがウェブサイトから確認でき 4)、報


























った。16 名の申し込みに対し出席したのは 15 名であるが、当日飛び入りで参加した利用者
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